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1. 調査の背景と目的 

1.1 背景 

2015 年 9 月国連総会で合意された「持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development 

Goals）」では、世界の社会課題の解決に向けては多様なアクター間のパートナーシップが重要

であると認識され、17 番目のゴールとして設定された。国際協力のパートナーシップがここに

至るには、1990 年代後半はいわゆるドナー疲れと呼ばれる状況で、OECD・DAC が打ち出した

「新開発戦略」、世界銀行の「貧困削減戦略書」、国際連合の「ミレニアム開発目標」などの政

策文書や国際目標においても新しい国際協力アクターへの期待が示され踏襲されてきた。こうし

た国際潮流の中で、国際協力の分野では、政府・NGO/市民社会組織・国際機関に加え、新しい

アクターとして経済活動のためにも持続可能な社会の実現に強い関心を示す資金力と技術力を有

する企業が徐々に仲間に入れられてきた。1999 年に国連事務総長であったコフィー・アナンが

提唱した「国連グローバル・コンパクト」のように、企業に対し人権・労働権・環境・腐敗防止

などの 10 原則を順守したビジネスを実践することを要請し、賛同する企業がアクターとして途

上国支援に関わるようになった。 

この様に国際協力の場で様々なアクターはそれぞれに役割を担い活動行ってきた。その中で

NGO は経済成長から取り残された人々、元々基本的な権利が保障されず社会から排除されてい

る人々・地域の実情に心を寄せ、そのニーズを地域別、テーマ別にきめ細かく把握し具体的な事

業を実施したり、時には彼らの立場を代弁する形で、その役割を果たしてきた。特に貧困脱却に

向けたベーシック・ヒューマン・ニーズ（BHN）と言われる衣食住・保健・教育・雇用などの

財とサービスの必需品を充足させる事業や、社会的に弱い立場であっても保障されるべき様々な

権利へのアクセスや享受に向けて政策の転換を求めたり、不当な立ち退きへの反論などのアドボ

カシー活動は非政府の立場ならではの活動として、評価されてきた。 

 そしてその協力の現場で援助の果実として人々が経済的な貧困から脱却し、消費者になる中で、

経済的仕組みを活用したさらなる課題解決に携わる事業が参入し、社会課題解決アクターとして

の存在感を示し始めている。営利企業の形態をとりながらも社会課題の解決を目指すソーシャル

ビジネスという考え方である。他方、日本の国際協力 NGO の設立団体数は 90 年代のような伸

びは見られない。活動年数を重ねた団体が新たにミッション設定を行うケースが見受けられるよ

うになっている。この様な状況で、国際協力分野において NGO とソーシャルビジネスの役割の

共通点・相違点について把握し、多く残っている世界における社会課題をどの様に解決していく

かを考えることは重要なことであり、本調査の意義を見出すところである。 

 

 

1.2 調査の目的と手順 

 調査の目的は、台頭するソーシャルビジネスは国際協力の分野においていかなる存在であるか、
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NGO とソーシャルビジネスの関係を明らかにすることである。 

 調査手順は次のとおりである。国際協力の担い手であり日本の ODA のパートナーとして位置

づけられてきた国際協力 NGO の成り立ちや1定義また役割を確認する。次にソーシャルビジネス

2について、国内外でどのように定義されているのかを文献調査に加えて現地のネットワーク

NGO への聞き取りも行い確認する。その後、調査協力を得る有識者からと文献などから国際協

力分野でソーシャルビジネスを行っているとされる組織を抽出。同時に国際協力 NGO として日

本国内外で活躍していて、比較的広く認知されている NGO も同様に抽出をする。これらの組織

を訪問しマネジメント層に対して、本調査目的に資するヒアリングを行なう。そしてこれらを総

合して、国際協力のアクターとして NGO とソーシャルビジネスの関係を論じ明らかにする。 

 

                                                        
1 NGO については必ずしも国際協力を行っていない組織もある。本調査では国際協力を主な活動とする組織を対

象とし、以下単に NGO を記す際もこれらの組織を指す。 
2 文献によってはソーシャルビジネスではなく社会的企業を用いているものもある。本調査ではこれら 2 つを同

義語と捉える。 
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2. 国際協力と日本の国際協力アクター  

2.1. 国際協力とアクターとしての政府 

 起源はいくつか挙げられるが、1863 年に赤十字国際委員会・5人委員会がアンリ・デュナンに

よって開かれたことを近代の国際協力の歴史の始点の一つにすることができるのではないだろう

か。その後第一次大戦の折 1919 年にセーブ・ザ・チルドレンが英国で生まれ、次の大戦の 1942

年に Oxfam や 1945 年に CARE が設立され国際協力 NGO が創始されてゆく。 

日本においては、1954 年にコロンボ・プランに加盟したことから政府による国際協力が始ま

ってゆく。その後、政府開発援助を一元的に担う機関である国際協力機構（JICA：Japan 

International Cooperation Agency）が設立され、開発援助は、拡大してゆく。この JICA によ

れば、国際協力を次のように定義している、「国際社会全体の平和と安定、発展のために、開発

途上国・地域の人々を支援すること」3。 

政府による現在の国際協力は、2015 年に定められた『開発協力大綱』を基に進められている。

より具体的には「グローバル化に伴う課題やリスクの増大」、「開発途上国の間の多様化、多極化

に伴う開発課題の複雑化」、「開発協力の新たな供与国として存在感を増す新興国の台頭」という

3 つの視点に基づき、国際社会の平和と安定および繁栄の確保に積極的に貢献することで国益を

確保するために、外交政策として戦略的な開発協力に取組むことを明示。そして官民や他の援助

国また市民社会や地方自治体との連携を一層強化する方針が示された。 

制度の枠組みは「経済協力」・「国連平和維持活動（PKO：Peacekeeping Operations）」・「経

済連携協定（EPA：Economic Partnership Agreement）」があり、「経済協力」の中で中核をな

すのが、政府開発援助（ODA： Official Development Assistance）で、公的資金を用いる開発

協力である。ODA には、図 1 の通り主に途上国に対して保健や教育などの分野に必要な資金を

贈与する「無償資金協力」と、国が自立できるよう日本の技術を移転する「技術協力」、大規模

のインフラ整備などで使用される「有償資金協力（円借款）」がある。これら ODA の実施は、

JICA を通じ、NGO や民間企業、地方自治体、大学などとの連携事業で取り組まれている。 

 

                                                        
3  JICA「国際協力とは」 
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図 1. 政府の経済協力の種類（外務省）4 

 

 

2.2. 企業による国際協力 

グローバル化が進む中、企業は海外進出（直接投資）によって現地の経済発展に貢献した一方

で、貧困や経済格差、環境汚染問題、児童労働問題など負の影響ももたらした。国家や国際機関

を中心とした支援の枠組みでは、グローバルな課題の解決が困難になる中、1999 年に当時国連

事務総長であったコフィー・アナン氏は企業にグローバルな課題解決への参画を求めた。2000

年以降は同氏が提唱した理念と市場の力を結びつける力を共に模索し「人間の顔をしたグローバ

リゼーション」の実現に向けて企業・団体が責任ある創造的なリーダーシップを発揮することを

目指した。そして、社会の良き一員として行動し、持続可能な成長を実現するための世界的な枠

組みである国際連合グローバル・コンパクトが始まり、企業の社会的責任（CSR：Corporate 

Social Responsibility）が意識されるようになっていった。 

 その後 2010 年には、営利・非営利を問わないマルチステークホルダー形式で、社会的責任に

関するガイダンス規格である「ISO26000」がまとめられた。更に、ビジネスと人権に関する

「指導原則（通称ラギー・レポート）」が 2011 年に国連で定められるなど、企業に対してグロー

バルな課題解決への参画が促進されていった。この潮流の中で企業では、NGO 等への寄付や助

成金の提供といった社会貢献活動が進められていく。 

  これとは別の流れで 2007 年頃より、貧困解消をビジネスとして捉える考え方が広がりを見せ

た。いわゆる BOP 層5を市場と捉えた BOP ビジネスが注目を集めてゆき、本業をもとに経済性

と社会性の両方を重視した活動を行う企業も現れた。これをPorter & Kramer（2011）は、企業

                                                        
4 外務省「開発協力, ODA って何だろう」   
5 Hammond, Allen L. et al.（2007）一人当たりの年間所得が 2002 年購買力平価で 3,000 ドル以下の階層に属し

ている世界人口の約 7 割である約 40 億人を市場と捉えるとした。 
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の競争力強化と社会的課題の解決を同時に実現させ、社会と企業の両方の価値を生み出すビジネ

スの方法として CSV（Creating Shared Value）を提唱する。この様に企業は社会的な責任とし

て、また一方で市場を開拓するため、国際協力市場に進出してくることになる。 

 

 

2.3. 日本の NGO  

日本の国際協力NGOの数は、JANIC（2018）によれば400ほどである。日本の市民による海

外での活動は、1938年日中戦争の激化により生まれた被災者等に対し日本基督教青年会

（YMCA）に属する医学生が中国への医療伝道を志し、診療班を派遣したことに始まる。その後、

第二次大戦からの復興と経済成長が進む中、国内外の情勢・動向に応じてNGOが設立されてゆ

く。 

 まずは戦後成長時の早い段階の1960年代から70年代前半に宗教関係団体による慈善活動の流

れからNGOが設立される。日本キリスト教海外医療協力会（1960年設立）、精神文化国際機構

（オイスカの前身, 1962年設立）。70 年代に入るとバングラデシュの独立（1971）、国連人間

環境会議の開催（1972）等により国際問題や環境問題への関心が市民の中で高まり、1972年に

シャプラニール=市民による海外協力の会やアジア太平洋資料 センター（PARC）が設立された。 

1980年前後は、1979年に発生したインドシナ難民支援をきっかけに設立された難民を助ける会

や日本国際民間協力会、日本国際ボランティアセンター（1980年設立）、曹洞宗ボランティア

会（現シャンティ国際ボランティア会, 1981年設立）などが代表である。ここに挙がるNGOの多

くは、 現地での緊急支援や物資提供から着手したものの、中長期的な現地ニーズの変化に応じ

て、現地コミュニティの支援を意図した開発協力へと活動の重点を移行させている。また海外に

本部を持つ NGO の日本支部やパートナー組織としては、フォスター・プラン日本事務局（現プ

ラン・インターナショナル・ジャパン）も1983 年に設立されている。 

1980年代後半は、アフリカの干ばつ被害とそれによって生じた大飢饉に対する関心が、アー

ティストによる支援活動の影響も受け世界的に高まり、各国のNGOと共に日本のNGOがアフリ

カで活動範囲を拡げた時期である。その代表例に、1987年設立のサヘルの森がある。またこの

時期は、NGO団体の数が増加するにつれ中間支援機能を持つ「ネットワークNGO」が設立され

てゆく。その代表としてNGO活動推進センター（現JANIC）や関西国際協力協議会（現関西

NGO協議会）、1989年設立の名古屋第三世界交流センター（現名古屋NGOセンター）がある。

海外に本部を持つNGOの日本支部やパートナー組織も増加し、1986年にセーブ・ザ・チルドレ

ン・ジャパン、1987年にワールド・ビジョン・ジャパンが設立された。 

1990 年代は、冷戦終結後に勃発あるいは顕在化した地域紛争や民族対立を背景とした湾岸戦

争やユーゴスラビア紛争、ルワンダ大虐殺などが相次いだ。これらを契機に1994年にJEN、

1996年にピースウィンズ・ジャパンなど緊急人道支援を目的とした NGOが設立された。更に環
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境と開発に関する国連会議（地球サミット）が1992年にリオデジャネイロで開催され、地球環

境問題に注目が集まった。1998年には特定非営利活動促進法（NPO 法）が施行され、新規の

NGO 設立が促された。 

 2000 年代は市民や行政、企業等の多様なステークホルダーとの連携が強化されたことが特徴

的である。その代表例として、2000年に設立されたNGO・ 政府・経済界の共同による緊急援助

機関であるジャパン・プラットフォームが挙げられる。グローバル・イシューに対する提言・キ

ャンペーン活動・グローバルな貧困根絶運動 （G-CAP）が2005年に行なった、ホワイトバンド

などのほっとけない世界のまずしさキャンペーン、2008 年 G8 サミットNGOフォーラム等がそ

の象徴的な動きである。 

 この様に日本では国内外における政治・経済・社会動向・技術革新などの社会的な出来事に応

じて、団体の設立が行われてきて、またその活動も多様化していった。そして活動を多様化する

NGOの定義は、いくつかあるが、JANIC（2018）では国際協力を「地球的規模の課題（開発・

人権・平和・環境・緊急救援など）に取り組むこと」、また、国際協力NGOを「国際協力を行う

非政府・非営利の市民組織」としている。この定義が示す通り、NGOが果たす役割や活動は多

様である。自然災害、紛争や政治的迫害などの人的災害に困窮する途上国の人々に対する医療や

食糧の提供などの人道支援。個々人の暮らしや地域社会の再建・改善に向けた協力を行う開発協

力。政治・経済・社会構造の中で取り残されがちな人々、その権利行使において不当な扱いを受

けている人々を代弁する人権擁護。政治・経済・社会構造自体のあり方の調査やその改善のため

の代替案も含めた提言活動。科学的な見地も踏まえた上での持続的な地球環境の利用や保全に関

する住民としての活動などがある。そして、一つの団体が複数の事業を複合的に展開しているの

が現状であり、また他セクターとの連携もしながら事業を行っている。そして領域もビジネスに

近い分野に及ぶこともあり、その境界線が曖昧になりつつあるのがこの数年である。 
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3. ソーシャルビジネス 

3.1. ソーシャルビジネスの台頭 

環境問題や貧困などの地球規模の課題の解決は、政府を中心とする公的セクターおよび NGO

を中心とした非営利セクターが主な担い手であった。しかし近年国際協力を行うソーシャルビジ

ネスが世界で注目・台頭してきている。その始まりは、1980 年代の英国サッチャー政権の「小

さな政府化」政策であるとされる。この政策の中の一つは、公共サービスを民間に委託するもの

で、その新たな公共の担い手として社会起業家（Social Entrepreneur）や社会的企業（Social 

Enterprise）に注目が集まった。更にアメリカのアショカ財団により社会起業家の育成が成され、

社会起業家・社会的企業の活躍がより世間の注目を集めるようになった。そしてソーシャルビジ

ネスという用語が使用・注目されるようになった原因の一つにバングラデシュのグラミン銀行の

創設者であるムハマド・ユヌスが、2006 年にノーベル平和賞を受賞したことが挙げられる。グ

ラミン銀行はマイクロクレジットやマイクロファイナンスといった少額融資を初め、脱貧困事業

を手がける世界有数のソーシャルビジネスを行う組織の一つであり、グラミン銀行の仕組みは世

界に広がりをみせている。 

日本国内では、2000 年前後より欧米諸国で議論されてきた社会的企業の概念が流入する中で、 

（特活）フローレンスや（特活）かものはしプロジェクト、（有）ビッグイシューなどのソーシ

ャルビジネスやそれを創業した社会起業家に関して注目が集まった。更にムハマド・ユヌスのノ

ーベル平和賞受賞によるソーシャルビジネスの盛り上がりを受け日本政府も、経済産業省を中心

にその実態把握および環境整備事業を行うために 2007 年度「ソーシャルビジネス研究会」を設

置した。2008 年には同研究会によって『ソーシャルビジネス研究会報告書』がまとめられた6。

2009 年には後続の研究会として「ソーシャルビジネス推進研究会」が設置され調査が進められ

た。更に同時期、民主党に政権が変わり、その際掲げられた「新たな公共」という中でソーシャ

ルビジネスは、その担い手として積極的に推進された背景がある。 

 

 

3.2. ソーシャルビジネスの定義 

ソーシャルビジネスは、各国における公共や市民社会のあり方、歴史背景が異なることからも、

定義が統一されておらず、論者によってはソーシャルビジネスや社会的企業を用いるなど、その

言葉の統一もされていないのが実態である。この状況の中でもいくつかの定義を挙げ、その概念

を考える。 

 欧米等での定義。OECD（2010）は、社会的企業をその実態を説明する用語として用いてお

り、定義は、大きくアメリカ型とヨーロッパ型に大別する。アメリカ型は「社会的企業とは、自

                                                        
6洪（2017）によると「ソーシャルビジネス」が日本国内で初めて公式に使用されたのは本報告書内であるとさ

れる。 
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らの社会的ミッションの資金面での裏付けとなる「稼得所得戦略」を発展させている非営利組織

をさすのが普通であり、その際の取引活動は、必ずしも社会的ミッションと関係があるわけでは

ない」としている。また法的な整備も進められていない為、公的な定義は存在しておらず、社会

的企業に含まれる範囲は、社会的課題を解決するために設立された営利法人格をもつ事業体まで

含まれ、社会的企業が意味する範囲が広い。 

ヨーロッパ型では「商売をする『もう一つのやり方』として捉えられており、通常はサードセ

クターに位置付けられる」としている。特にヨーロッパ諸国では、社会的企業向けの法整備が進

んでいることからも、法人格や支援政策に関する比較研究や実態調査が進められている。具体的

には各国における法的枠組みを「協同組合モデル」・「会社モデル」・「自由選択形態モデル」の 3

つに分類している。これら 3 モデルは、何らかの形で利益配分等に関して規制を行なっているこ

とが共通している点である。 

 また、ソーシャルビジネスの名を広めたムハンマド・ユヌスは、社会的課題の解決に専念する

「損失なし配当なしの会社」と「貧しい人々が直接所有する営利会社」の 2 つをソーシャルビジ

ネスの定義としている。 

 

表 1. ヨーロッパの社会的企業の法的枠組 

モデ

ル 

協同組合モデル 会社モデル 自由選択形態モデル 

定義 社会的企業が社会的目的に

よって特徴づけられる特定

の協同組合事業体として、

法的に規制されているもの 

社会的成果と便意配分に対

する厳しい制約に特徴づけ

られて営利企業形態から抜

き出されているもの 

特定の法的形態は選ばれて

いないが社会的な成果に関

わって法的に定義されてい

るもの 

国 イ タ リ ア ・ ポ ル ト ガ ル 

フランス・ポーランド 

ベルギー・イギリス フィンランド・イタリア 

 

 日本における定義。日本国内のソーシャルビジネスの定義は、ヨーロッパ型を志向している研

究者も存在しているが、アメリカ型を基に展開されていると金川（2015）や村山（2017）は述

べている。具体的には谷本（2006）・経産省（2008）および経産省（2011）の調査報告書にて触

れられていて、ソーシャルビジネスを「社会的課題を解決するために、ビジネスの手法を用いて

取り組む主体」と定義し、その際「社会性」・「事業性」・「革新性」の 3 つを要件とした。 

 

社会性：現在、解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッションとすること。

事業性：ミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進めていくこと。 

革新性：新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組みを開発したり、活用した 

りすること。また、その活動が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を創出す 

ること。 
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 これら 3 つの要素を兼ね備えたソーシャルビジネスは、図 2 の通りで株式会社や有限会社・合

資会社などの営利法人格をもつ事業者や NPO 法人や一般社団法人などの非営利法人格をもつ事

業者、更には法人格を持たない事業者など、法人格は多様である 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 . ソーシャルビジネスの担い手（経済産業省, 2008） 

 

また従来から地域の社会的課題を解決するものとして「コミュニティービジネス」が存在して

いるが、コミュニティービジネスとソーシャルビジネスとの関係性について経産省（2008, 2011）

は「コミュニティービジネスは、活動領域や解決すべき社会的課題について一定の地理的範囲が

存在するが、ソーシャルビジネスは、こうした地理的制約が存在しない」と定義している。 

 

 

3.3. 英米の NGO セクターとソーシャルビジネス 

英国では国際開発省（DfID: Department of International Development ）が市民社会組織と

の協働状況を振り返るために、国際協力に関わる NGO のネットワーク組織である Bond や、そ

の他のネットワーク組織・市民社会組織との対話や個別調査の結果として 2016 年 11 月に Civil 

Society Partnership Review を発表した。その中では、英国の国際協力に関わる NGO の活動領

域や方法は、刻々と変化する環境の影響を受けていることを強調している。今まで国際協力に関

わっていなかった企業や専門機関が新たに参加するようになっていると指摘し、アクターの範囲

としては社会的企業、信仰に基づくグループ、女性グループなども無視できないとする、そして、

事業性 

社

会

性 

中間組織 

一般企業 

社会志向型企業 

事業型 NPO 

慈善型 NPO 

ソーシャルビジネス 

高 

高 低 

低 
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課題解決に向けこれらのアクターが協働することが必要であるとし、多様な市民社会組織への支

援や協働を支える政策・制度整備の方向性を打ち出している。 

 国際協力に関わる 400 を超える団体が参加している Bond は正会員の定義する際に非政府

性・非政党性に加え、非利益分配性7を用いている。英国では非営利セクターのことをボランタ

リー・セクター （voluntary sector）と称し、非営利団体が専ら公益を目的とし、その活動が社

会の利益（ public benefit）をもたらすものである場合は「チャリティ」として登録

（registration）を得ることができる。チャリティ登録を持つ団体は広範な税務面での優遇を得

られる反面、その経営や事業を厳格な規制に沿って行うことが求められる。加えて英国には、

Community Interest Company (CIC)という法人形態で事業継続のために一定の利益を上げるこ

とを前提しつつも、地域・社会のための公益を増進することを主たる目的とする社会的企業に関

する制度がある。この法人は保証有限会社又は株式有限会社として設立されつつも、一般の有限

会社では求められてない規制を自主的に遵守することでチャリティ登録に匹敵する信頼性のブラ

ンドを持ち資金調達を行うことができる。CIC 法人に課された規制の例としては（1）配当制限、

（2）年次の CIC 報告書の提出義務、（2）継続的な Community Interest Test（公益性の判断基

準）遵守、（2）監督官庁による監督がある。 

よって、Bond ではそのネットワークの構成員に対し、その組織体が専ら公益を目的とし、活

動が社会の利益をもたらすか否かという点をチャリティ登録の有無で判断する。そのうえで非利

益分配性を判断する際にCICに基づく保証有限会社又は株式有限会社としての経営をしているか

否かを定款などで確認している。 

米国政府の ODA の所管官庁である開発援助庁（USAID: United States Agency for 

International Development ）は、人々が直面している課題解決に向けた事業の提供を通じ民主

化支援の実現につながる重要なアクターとして NGO を位置付け、NGO を通じた協力事業を展

開している。同時に世界における中小企業が経済を発展させ雇用を生み出すと共に社会の中の

様々な課題解決に資するアクターであるとしている。特に途上国地域の中小規模の企業を「ソー

シャルエンタプライズ」として、その育成を支援する政策と制度を提供している。 

米国の国際協力 NGO ネットワークである InterAction の関係者に、「ソーシャルエンタプライ

ズ」の印象や関係性を聞いたところ、その社会課題解決に取り組む意思を歓迎し、国際協力のア

クターとしても認知しており、実際に会員に含めることの是非を議論しているとのことであった。

その際の「ソーシャルエンタプライズ」が行う事業の傾向としては、アメリカ政府（USAID）

とのプロジェクト単位での契約モデルが多く、前述したような同庁が主導する制度の中で展開し

ている傾向があるとのことだった。 

米国においては英国のような公益に資する事業を行う法人形態の区分はなく、民間による公益

                                                        
7 分配対象となる利益は事業活動で生じる利益および解散時に残る残余財産を指し、この両者を私的に分配しな

いとする。 
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活動において、新たな法律・法人格の整備などの動きはない。InterAction の正会員としての入

会要件は、内国歳入法第 501 条（ｃ）項に個別に規定される法人税の免除団体に該当することが

前提となっている。この項目に含まれない組織体の InterAction への参加を可能にするために

「準会員」というカテゴリーを設け、学術機関と国際機関、米国以外の法人の加入を可能として

いる。これ以外の非NGOが InterActionに加わることに関しては、InterActionに加盟するNGO

等と同じ関心事項や姿勢、すなわち SDGs の実現、相手側固有の歴史、政治経済、社会文化への

理解、協力における相手側の自主性・意思、対話と協働の尊重という前提を共有し、互いのミッ

ションの達成に向けたメリットを共有できるかどうかという観点から検討がされている。例えば、

現在具体的に検討されている個人向けの会員カテゴリーがある。ここで想定している個人は学

生・研究者、元 NGO 経営責任者・職員となり、彼らは既に InterAction で扱っている米国の民

間の立場からの国際協力に関連する政策提言、調査研究、人材育成などの取り組みに関心があり、

当事者としての参加を見込んでいる。対して、「ソーシャルエンタプライズ」については、

InterAction 側としては参加して欲しいとの意見はあるものの、ときとして営利法人として効率

性や収益性を重視した判断を優先しうる彼らと共通の関心事項や姿勢を持ち得るかについて現時

点では不明であり、可能性の議論に留まっているとのことだった。  

 NGO とソーシャルビジネスが交流する機会の一例を上げる。2018 年 6 月に米国で開かれた

InterAction Forum 2018 では Social Enterprise + NGO: A Unique Resource Development 

Structure という分科会が設けられた。すなわちソーシャルエンタプライズと NGO が協働する

ことで得られうる課題解決のための新たな資源の可能性について議論する場となり、「自転車の

力で人生を変える」というビジョンの元、アフリカの農村地域で自転車を提供する米国の NGO

「World Bicycle Relief」の例が報告された。World Bicycle Relief は、事業で使われる自転車を

同団体が設立した Buffalo Bicycles という株式会社に製作・販売を任せ、その利益は団体に還元

される仕組みを構築した。NGO が子会社として企業を持つことによるメリットとしては、明確

な役割分担によりスピード感をもって効率的に事業を進めることができる、製品の売り上げ＝

NGO への寄付となり、持続的な資金調達制度が構築されている、それぞれの組織がそれぞれの

役割に集中することで財務が安定しやすい（NGO はプロジェクトの質を高め寄付などの資金を

集めることに集中し、子会社は製品を改善し、より製品を売っていくことに集中することができ

る）といった点が挙げられている。デメリットとして、現場の社会課題を解決する NGO と、製

造と流通の経済性によって社会課題を解決する子会社の間では、元来の組織体としての文化が違

うため、組織間のコミュニケーションには十分な注意が求められるという点もあるが、よりスピ

ーディかつ持続的に課題解決を行う際に有意義な方法としての意見が集まっている。 
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表 2.  英米のネットワーク NGO 

国 英国 米国 

団体名 Bond InterAction 

所在地 London Washington, D.C. 

年間収入 ￡3,311,982（約 4.7億円） ＄9,546,036（約 10.5億円） 

メンバー構成 非政府性、非政党性、非利益分配性 
非営利組織 

内国歳入法第 501条（ｃ）項 

会員数 451 180 以上 

 

以上 2 国での NGO セクターとソーシャルビジネスについてネットワーク NGO を中心に確認

してきた結果、英国では政策レベルでも従来型の国際協力 NGO に加え、ソーシャルエンタプラ

イズや女性グループなどの専門性を持ちつつも必ずしも国際協力を主目的として発足していない

場合も国際協力のアクターであるという認識があり、ネットワークにおいても彼らを認め参加を

前提とした判断基準がある。また地域・社会のために公益を増進する法人を生み出す法制度が重

層的にあることで、結果ネットワーク NGO への加盟や政府との協働の際に多様な法人格や専門

性を持つ国際協力アクターが存在すると言える。米国の場合は、途上国の課題解決のための外部

アクターとしての役割や機能よりも、途上国のコミュニティ主体の課題解決の担い手として重視

し、彼らの育成を試みる傾向が強い。その上で NGO と同類のアクターとしてネットワークに含

めることの是非については、SDGs や人間の安全保障などの理念の共有、オーナーシップやパー

トナーシップといった事業スタイルについて共有できるかどうかを見極めながら検討中という状

況であった。 

 

3.4. 日本のソーシャルビジネス 

国内のソーシャルビジネスの活動についての報告は、経産省（2008）や三菱 UFJ リサーチ&

コンサルティング（2015, 2016）、そして竹内（2015）などがある。以下はこれらを基にソーシ

ャルビジネスの組織形態や活動分野市場規模について確認する。 

 ソーシャルビジネスの組織形態は、主に NPO 法人を中心とした非営利法人格が半数以上を占

め一部営利法人格である。経産省（2008）の調査対象 473 団体の組織形態は、NPO 法人が 221

団体（46.7%）、営利法人97団体（20.5%）、個人事業主50団体（10.6%）、組合32団体（6.6%）

で、その半数を NPO 法人が占めている。竹内 （2015）の調査結果では、ソーシャルビジネに取

り組んでいると回答を得た 1,145 事業者の内、NPO 法人が 89.8%、営利法人格 5.3%、一般社団

法人や企業組合 4.9%であった。三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（2015）では、非営利法

人格が 65.1%、営利法人格が 34.9%であった。 

 ソーシャルビジネスの活動分野は主に「地域活性化・まちづくり」といった国内の社会課題の
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解決を行う分野が多い傾向にある。経産省（2008）はソーシャルビジネスに取り組む 473 社の

活動分野（複数回答）として最も多いものは、「地域活性化・まちづくり」が 60.7%、次に「保

健・医療・福祉」24.5%、「教育・人材育成」23.0%となっている。その後「環境保護・保全」、

「産業振興」などが続き、「国際交流・国際協力」は、4.4%（21 団体）に留まっている。竹内

（2015）は取り組む社会的課題（複数回答）は、「地域社会に関する問題」が 68.1%と最も多く、

「社会的排除に関する問題」52.6%、「地球環境に関する問題」13.2%で、「開発途上国の支援に

関する問題」4.7%である。更に、三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（2015）では、回答を

得た 1,850 事業者の内、「学術、文化、芸術またはスポーツの振興（30.1%）」、「社会教育の推進

（24.4%）」、「福祉の充実・増進（24.2%）」と続き、「国際協力」は 7.9%である。 

ソーシャルビジネスの市場・雇用規模は、経産省（2008）と三菱 UFJ リサーチ&コンサルテ

ィング（2015）によって推計されているが、日本では特定の法人格が存在していないことから

もソーシャルビジネスの範囲（母集団）が統一されておらず、推計結果に大きな差が生じること

もある為、参考数値として捉える必要がある。経産省（2008）の推計では、2008 年度の市場規

模を 2,400 億円、2011 年度の潜在的市場規模は約 2.2 兆円と推定している。またソーシャルビジ

ネス事業者数は約 8,000 事業者、雇用規模は 1 団体 4 名程度と仮定し 3.2 万人と推計している。

また三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（2015）では、社会的課題を解決する社会的事業に

よる収益は 10.4 兆円推計している。更に、ソーシャルビジネス事業者数は約 20.5 万社、雇用規

模は 577.6 万人と推計している。 
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4. ヒアリング調査 

4.1. リサーチデザイン 

 本調査目的である国際協力のアクターとして NGO とソーシャルビジネスの関係を明らかにす

るためにヒアリング調査を行った。ヒアリング調査の目的は、実際に活動を行っている組織のマ

ネジメントから現場の実際の情報と自らが所属していると考えている領域を確認するためである。 

 インタビュー対象は大別して NGO とソーシャルビジネスを行っている組織である。NGOは、

これまでに提示してきたいわゆる永年日本の国際協力の分野で活躍をしてきた組織であり、選定

は、比較的広く認知されていることを前提に文献調査と有識者により行った。ソーシャルビジネ

スは、前述の通り主に国内の地域の課題解決を目指したコミュニティービジネスが多く、国際協

力は割合が少ない状況である。そこで国際協力のアクターに関する本調査では、対象とするソー

シャルビジネスを次の通り限定する。まず活動分野としては、途上国地域の課題解決を目指した

事業を展開し、法人格をもつ団体（非営利法人に限らない）。また一方で企業によるいわゆる

CSR 活動は含まないこととする。そして対象の選定は Forbes の「新しいイノベーション!日本の

担い手 99 選」、日経ソーシャルビジネスコンテストの受賞社およびファイナリスト、JICA の中

小企業・SDGs ビジネス支援事業などの民間連携メニューの活用法人、そして有識者へのヒアリ

ングを基に行った。対象先は表 3 であり、NGO17 団体・ソーシャルビジネス 8 社である。なお、

ソーシャルビジネス分野で 1 社は社名非公表を望んだためその様に記載してある。 

 

表 3. ヒアリング対象組織 

名称 設立年 活動分野 活動概要 

NGO 

(公社)日本キリスト教海外

医療協力会 

1960 開発事業 (保

健医療) 

保健医療に恵まれない地域における医療事

情向上の支援を実施 

(公財)ジョイセフ 1968 開発事業 (保

健医療) 

途上国の女性の命と健康を護るため、草の

根の支援活動を実施 

(公財)オイスカ 1969 開発事業 アジア太平洋地域の国々で「農村開発」

「人材育成」「環境保全」「普及啓発」を実

施 

(特活)シャプラニール=市

民による国際協力の会 

1972 開発事業・緊

急救援・フェ

アトレード 

南アジアの貧しい人々の生活上の問題解決

に向けた活動を現地と日本国内で実施 

(特活)AAR Japan［難民

を助ける会］ 

1979 難民支援・緊

急救援 

緊急支援・障がい者支援・地雷対策・感染

症対策・啓発（国際理解教育）などを実施 

(特活)日本国際ボランティ

アセンター 

1980 開発事業・緊

急救援 

インドシナ難民の救援を機に発足しアジ

ア・アフリカ・中東・日本の震災被災地で

活動を実施 

(公社)シャンティ国際ボラ

ンティア会 

1981 開発事業 (教

育 )・緊急救

援 

アジアで子どもたちへの教育支援や緊急救

援を実施 

(公財)プラン・インターナ

ショナル・ジャパン 

1983 開発事業・緊

急救援 

子どもの権利を推進し貧困や差別のない社

会を実現するため途上国開発を実施 
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(特活)ADRA Japan 1985 開発事業・緊

急救援 

途上国や災害被災地において開発支援・緊

急支援活動を実施 

(公社)ケア・インターナシ

ョナル ジャパン 

1987 開発事業・緊

急救援 

途上国において災害時の人道支援を行うと

ともに、「女性と女子」に焦点をあてた開

発支援活動を実施 

(特活 )ワールド・ビジョ

ン・ジャパン 

1987 開発事業・緊

急救援 

世界の子どもを支援するため開発援助・緊

急人道支援・アドボカシーなどの活動を実

施 

(特活)国境なき医師団日本 1992 緊急救援 (保

健医療)  

緊急性の高い医療ニーズに応えることを目

的に、医療・人道援助を実施 

(特活)ピースウィンズ・ジ

ャパン 

1996 開発事業・緊

急救援 

紛争や災害・貧困などの脅威にさらされて

いる人びとに対して海外国内問わず支援活

動を実施 

(特活)テラ・ルネッサンス 2001 開発事業 地雷除去支援・紛争災害被災地域での復興

支援事業及び一般市民を対象とした地球市

民意識の啓発活動を実施 

(特活)AMDA 社会開発機

構 

2007 開発事業 人づくり村づくりを通じ、保健、水と衛

生、生計向上、農業、青少年育成などの社

会開発の活動を実施 

(特活)パルシック 2008 開発事業・フ

ェアトレード 

国際協力とフェアトレードを柱とし、人と

人が助け合う「民際協力」活動を実施 

(特活)クロスフィールズ 2011 人材育成・開

発事業 

領域の枠を超えて人を橋渡し開発現場の支

援と人材育成を行う 

 

ソーシャルビジネス 

(有 )ネパリ・バザーロ／

(特活)ベルダレルネーヨ  

1992 フェアトレー

ド ( 生 産 販

売 )・開発事

業 

ネパリ・バザーロは、フェアトレード事業

収益事業を実施。ベルダレルネーヨは、ネ

パールでの貧困の改善や、東北地方で地域

開発を実施 

(有)シサム工房 1999 フェアトレー

ド (生産・販

売) 

フェアトレードの生産・販売・普及啓発活

動を実施し関西地域・東京に 8 つの店舗と

オンラインストアを展開 

(株)マザーハウス 2006 フェアトレー

ド(生産販売) 

発展途上国におけるアパレル製品及び雑貨

の企画・生産・品質指導、同商品の先進国

における販売を実施 

(株)ボーダレス・ジャパン 2007 開発事業 ソーシャルビジネスを通じて貧困、差別・

環境問題など社会問題の解決に取り組む多

岐にわたる活動を実施 

(株) AfriScan 2014 開発事業 (保

健医療) 

(株)キャンサースキャンの子会社としてケ

ニアで保健医療サービスを提供。 

(特活)AfriMedico 2014 開発事業 (保

健医療) 

日本発祥の「置き薬」の仕組みでアフリカ

農村部に薬を届ける活動を実施 

(株)RICCI EVERYDAY 2015 フェアトレー

ド(生産販売) 

アフリカン・プリントを使用したバッグ及

びトラベルグッズの生産・販売 

非公開団体  マイクロファ

イナンス 

  

(特活)：特定非営利活動法人・(公社)：公益社団法人・(公財)：公益財団法人・(株)：株式会社・

(有)：有限会社 
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ヒアリングは、2018 年 7 月〜11 月に、主にヒアリング対象先のオフィスで行われ、許可を得

てレコーダーに記録をした。ヒアリング対象者は、主に事務局長・取締役などのマネジメント層

である。 

次項以降では、NGO とソーシャルビジネスへのヒアリング結果を列挙する（具体的な質問項

目については、資料 6.2 を参照）。その上で、⑴設立経緯と目的、⑵活動分野⑶資金と人材、⑷

双方への視線の 4 つの項目でその結果をまとめた。 

 

 

4.2. NGO へのヒアリング結果 

 NGOへのヒアリングでは、⑴ソーシャルビジネスの登場が団体や NGO・国際協力に与える影

響について、⑵各団体が考える今後の NGO の役割や将来性について、⑶各団体が考える今後新

アクターとの協働・連携の可能性について、それぞれ聞いた。 

 

⑴新アクターの登場が団体や NGO・国際協力に与える影響について 

・ソーシャルビジネスが台頭することで、国内外の問題が解決されるならばとてもいいと考えて

いる。 

・バングラデシュなどの東南アジアでソーシャルビジネスだけで回る仕組みを聞いたこともある

が、そういったところから NGO は学ぶ必要がある。 

・NGO は、調査能力や技術面などソーシャルビジネスに学ぶことが多い。 

・諸課題解決にむけてアクターが多様化していくのは歓迎だが、利益追求になってしまっては意

味がない。 

・ソーシャルビジネスと同様に一部の NGO において利益追求型になっている団体もあり、今ま

での NGO らしさがなくなるのを懸念している。 

・組織の持続性、事業拡大・組織拡大という面で、NGO はソーシャルビジネスから学ぶ点が多

いし、また必然的にビジネス手法を取り入れていかなければならない状況でもある。 

・話題にはなっているが、特段協力関係もないし、競争関係でもなく、視野にもはいってこない。 

・事業運営などの面で、発想の助けになっているが、同じ土俵に立つ自体が少し違和感を覚える。 

・ソーシャルビジネスの台頭が、NGO の弱みや強みを改めて認識することや役割の明確化につ

ながっていると感じている。 

・協働できるアクターが増えることで、切磋琢磨できるチャンスではあるが、そういった必要性

はまだ感じられない。 

・職員募集に対する応募者が減っており、ソーシャルビジネスの台頭を含め国際協力への関わり

方が変容していると考えている。 

・大きな脅威とか競合とかになっているわけではないが、そもそも NGO 自体が国際協力という
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枠組みで生きていけるのかを懸念している。 

・相対的に NGO の存在感が薄れていったともいえるが、そもそも NGO 自体が認知されていな

い。アクターが多様化するということは、イノベーションが生まれやすい環境であり、アクタ

ー間で切磋琢磨することにより、業界全体としてよくなっていくと考える。 

・NGO の現状として、如何にお金を集めるのか、経済的持続性を担保するという面で、ビジネ

スの手法を積極的に用いるという意識を自団体では持っている。というのも NGO 自身が飛躍

的に成長していかないと、アクターとしての存在感がどんどん薄くなってしまうと感じている。 

・ソーシャルビジネスをひとくくりにはできないが、ビジネスセクターという前提であり、どこ

までソーシャル的な事業が行えるか、今後の様子をみてからといったところだと感じている。 

・彼らと柔軟に連携しながら社会課題の解決を行っていく必要があると考えている。 

・アクターが増えると、寄付金のパイの取り合いになる点を少し懸念している。 

・株式会社は NPO 法人や公益法人で求められる情報開示義務がなく、ほとんどのソーシャルビ

ジネスは事業報告書や決算報告を公表していない。国際協力を行うために税金を活用するなど公

的な関わりをする際には彼ら自身の改善も必要であろう。 

 

⑵各団体が考える今後の NGO の役割や将来性について 

・支援活動がビジネスとして成り立つなら NGO は必要なくなる。かといって、NGO がビジネ

スにとって変わられるとも考えていない。ビジネスでは課題の解決や支援していくということ

ができない箇所というのは必ずあり、そういった意味でも NGO は今後も必要である。このこ

とからも NGO の定義や存在意義がより明確になるのではないか。 

・ビジネスが成り立つことを背景に、立て付けや組織の成り立ち、運営方法が違うため、明確な

棲み分けができる。しかし、いわゆる最底辺にいる人々や、難民等はそもそもビジネスになら

ず、こういった層の人々への支援は NGO が従来通り行わなければいけないと感じる。 

・これからの NGO は、SDGs17 のパートナーシップ型が主な役割になると同時に、そうでない

と存在してはいけないと考えている。地球規模的課題は、やはり単体では対応できず、そのよ

うな面からもパートナーシップを通したアウトプット方法が模索されるべき。 

・ソーシャルビジネスの台頭は当然といえば当然。というのも NGO による支援で、経済が成り

立つ土壌にまで成長した支援地域に、そういったアクターが入ってくるのは必然であり、逆に

言えば成長できたということでもある。しかし、その後どこまで NGO が関わるかについては、

NGO や国際協力が多様化しているということも認識しないといけないと考える。実際、アジ

ア地域の支援を多く行ってきたが、今は中東・アフリカ地域に支援先が変化しつつある。もち

ろんアジア地域においても、支援からこぼれた人々への支援ニーズは、一定量は残っており、

これからも関わっていく予定である。 

・そもそも役割を限定する必要、枠を決める必要はないのではないのか。 
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・NGO の役割は政策提言がメインになってくると想定しており、現場の市民社会組織とともに

提言していくのでは。 

・ソーシャルビジネスが NGO の役割を補完するというよりも、地域の状況において、経済が適

切に回っていくのであれば、どんな形であれそれが望ましい。第一フェーズとして、NGO に

よる支援。第二フェーズとして経済が回るような支援（ソーシャルビジネスがの参入が見られ

る）を展開できると良いのでは。 

・国・地域によって、開発支援からビジネスを通した経済的持続性支援といったニーズも異なり、

そこに合わせた支援を行うことになる。 

・NGO の役割としては、いわゆる社会の末端層へのアプローチであり、それは現地の成長と共

に段々と縮小していくべきだろうとは感じる。しかし、現場によりそった NGO らしい役割へ

のニーズは今後とも存在すると考えている。 

・最貧困層へビジネス手法でアプローチできるのかは役割を考える上で重要であり、今後の関心

事である。 

・ソーシャルビジネスはあくまでビジネスであることには変わりなく、採算性・生産性というこ

とを考えると、分野によっては参入可能ではあるだろう。しかし、やはり医療保健分野は参入

するのは難しいのではないかと考えている。 

 

⑶各団体が考える今後新アクターとの協働・連携の可能性ついて 

・現段階において、当団体とソーシャルビジネスとの連携は考えられないが、交流は必要である

と考えている。交流がなく、断絶状態であるのを懸念しており、どうにかしたいと考えている。 

・ソーシャルビジネスが実際に現地でどういったインパクトを出しているかも不明確な点もある

ため、まず互い学び合う関係を築ければよい。 

・ソーシャルビジネスを団体内に取り込む、グループ化構想も一つの案として考えている。 

・団体の活動対象が、主に緊急支援を必要とする地域で、今現在ではそういったアクターが入っ

てくることは考えられない。しかし、新アクターとの協働・連携について、否定する必要はな

く、具体的になってきた際に対応したい。 

・連携なくして社会課題が解決しないという状況から、どんどん協働・連携が進められていくと

考えている。 

・こども分野で、実際何ができるのかはみえてこない。物の販売等、部分的な接点や連携の可能

性はある。 

・寄付付き商品(T シャツ等)を共同制作・販売連携などはすでに始まっている。 

 

 

4.3. ソーシャルビジネスへのヒアリング結果 
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 ソーシャルビジネスへのヒアリングでは、⑴法人形態のあり方、⑵ソーシャルビジネスについ

て、⑶国際協力や NGO への考え方・協働の有無、(4)創業後の成長要因、(5)今後の社会における

課題、各団体が取り組む課題について聞いた。 

 

(1)法人形態のあり方 

・非営利法人という選択肢を考える前に、個人ができる範囲で行うか、社会に対して広がりをも

って展開するかという考えのほうが先にあり、結果有限会社形態にした。 

・株式会社という形態、ビジネスにこだわる理由は、課題の解決を目指すのなら個人、社会とも

に継続的に意識的に取り組むことが必要と考えるため。その仕掛けとして無料ですべてを提供

するのはなく一定の料金徴収の仕組みをいれないと個人の意識変革を伴う継続性はないと考え

た。他方、援助の世界ではサービス提供は無償が前提なので行政機関からは当初反対を受けた。 

・どこの国にも抑圧された人々や貧しい地域が存在している。そういう人々や地域の仕事づくり、

居場所づくりの仕組みとしてフェアトレードという交易の在り方があると考えた。 

・設立当時にＮＰＯ法がなく、会社形態を選ばざるをえなかった。その後会社法が改正されて有

限会社制度がなくなったので、今では長く続いているという組織という意味で取引先から評価

を得るというメリットもある。 

・途上国の人々が持つ潜在能力を用いて社会に参加したい、生計を立てたいという意欲を商品の

製造販売という形で具体化したいという考えで創業した。生産活動を行うための工場設備など

多額の資金調達がしやすい株式会社という形態をとっている。赤字経営でありながらもブラン

ドとして確立される状態を目指して継続しえた。 

・ミッションにこだわれる形態として、NPO法人を選んだ。株式会社だと出資者への還元を意識

しないといけなくなり、どこかの段階でミッションとの対立があるかもしれないと考え、あえ

て避けた。 

 

(2)ソーシャルビジネスについて 

・自身の信条と合うかどうかという観点を重視しており、それ以上でも以下でもなかった。それ

が今は結果的にソーシャルビジネスという呼ばれ方をしており、そうなのかと受け止めている。

社会への役割や責任感を感じてはいる。自身の考えとしてフェアトレードは一石五鳥（作り手

より、売り手よし、買い手よし、社会よし、地球環境よし）と考えており、これが広がること

は素晴らしい。 

・途上国で事業をしているから、社会貢献、ソーシャルビジネスという風に短絡的にとらえられ

るのは少し違うと思う。自分たちが途上国の国・地域を選んで事業をするのは、経済発展を見

込めるからというビジネスマインドに基づいている。 

・社会課題解決はもちろん目指したいが、同時にビジネスとして成立するかどうかも重視してい
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る。どのような企業も社会の誰かの課題を解決していたり、欲求を満たしているわけで、そう

いう意味ではソーシャルでないビジネスはビジネスといえるのか、とも考える。 

・創業当初はビジネスの在り方自体を変えたいと考えて取り組んでいる中、「ソーシャル」とい

うくくり方をされてしまうと一般のビジネスとしては通用しなくなるのではないかと危惧した。

結局は事業を行うミッション自体をどう持ち、自らが納得するかだと考え、今は外部による自

社のくくり方自体は特段気にしていない。 

 

(3)国際協力や NGO への考え方、協働の有無 

・NGO が行っている途上国の人材育成やコミュニティ強化の取り組みは重要と考えている。 

・NGO が支援している社会的に弱い立場の人たちには、フェアトレードの生産者としてはつな

がりきれないこともある。その限界を自覚したうえで、意識的に NGO の活動を支援すること

で支援が必要な人や地域の課題の解決が進むような非営利団体との連携の形を考えている。 

・自社のミッションの達成に向け、途上国社会で後回しにされがちなグループの人たち（例えば

孤児、元少年兵、少数民族出身者）に生産者になってもらえないかと考え、そのような人たち

を支援している NGO と協働している。他方、教育や社会参加の機会が十分保障されない境遇

で育った人たちが一生産者として市場原理のなかで働けるようになるには、工場以外の場での

日常生活面での指導などが必要である。協働している NGO はそのような観点からの人材育成

や社会参加促進のノウハウを持っており、尊敬しているし信頼している。 

・現在は途上国の都市部に暮らす中間所得者層向けに事業を展開しているが、今後は低所得者層

や地方の農村部へ展開をしていく際は NGO の持っている情報やノウハウを勉強させてもらい

たいと考えている。地方部では教育格差の影響もあり、依然エイズなどの予防可能な感染症支

援へのニーズはあり、そのために活動する NGO や国際機関の取り組みは重要と考えている。 

・フェアトレードを通じて生産者の収入向上に貢献し、その家族の健康や子どもの進学支援とい

った部分を NGO が関わって行い、車の両輪のような形で関わっている地域もある。社会自体

が不安定であることが多い途上国でこのような総合的な保障が得られることは安心につながる。

ビジネスと無償支援双方でかかわることで信頼の醸成がされつつ課題解決に近づくことができ

るのではないかと考える。 

・途上国の援助現場で日本の NGO スタッフとして関わっていた当時に援助のバラマキとそれに

伴う援助関係者内の権力構造を実感した。日本の協力ではないが、現場には援助機関側が自ら

のために継続しているようなプロジェクトはあり、結局そのようなプロジェクトに現地の優秀

な人材が待遇の良さなどの理由もあって採用されてしまい、彼らは現地産業の担い手として成

長しえない。このような状況では社会の発展はありえず、NGO や援助機関、さらにはビジネ

スとして外部から関わる自身としても、出口戦略を持つべきだと強く感じている。 

・日本を含めた国際社会の支援の成果として、途上国の行政が力をつけ機能し始めている中、日
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本の NGO が引き続き教育、保健医療、農業開発という従来通りの分野で活動を継続していて

いいのか、と疑問に思う。相手国の現状にあわせ、より見過ごされている課題や人々に関われ

るように協力の仕方を変える決断も必要ではないか。 

・NGO/NPO は、支援を必要としている方々にたいして支援を行うため、支援する側・される側

という関係性がおのずと生まれる。支援を求められている段階においては、NGO/NPO の役割

は重要であることは間違いない。他方ある程度段階が進んで、支援を受けていた人たち自らが

経済的自立をしていく際に必要な資金調達をする仕組みとしてマイクロ・ファイナンスがある

が、その時点では貸し手と借り手という原則に切り替わる。NGO/NPO からの延長で行うので

はなく、独立した新しい関係性や方針をもって借り手と協働関係をつくるように考えている。 

 

(4)創業後の成長要因 

・常に一般市場を強く意識してそこから学びながらやってきたっていうこと。フェアトレードだ

からと一種特別扱いをされることに甘んじず、常に市場に評価されることを目指してきた。 

・収益を出す前の段階での創業期を支えてくれた日本の行政が主催する各種スタートアップ支援

制度や海外進出に関する政策には感謝している。途上国側の行政にそのような支援制度を期待

できない中、このような試行段階を支える公的制度がなければ、本格実施の前にあきらめざる

をおえなかったと思う。 

・現場をよく知っている青年海外協力隊員経験者や NGO 経験者を社員として採用できたこと。

また現地採用においても、共通の問題意識のある専門家ややる気のある人員と巡り会えたこと。 

・社会の風潮や政策の中で、女性起業家への注目が集まった時期があり、創業者が女性であった

ことから注目を得ることができた。また日本式のビジネスモデルを用いて途上国の課題解決に

役立てるというコンセプトで、ビジネスコンペへの応募などを積極的に行った結果、評価され

る幸運にも恵まれた。 

・責任ある事業をするためには、ビジネスとして成り立たせることが必要で、そのために相当な

努力をした。また政府の金融制度なども利用できるものを常に探し取り入れた。 

 

(5)今後の社会における課題、自団体が取り組む課題 

・人が買い物をするということは、どんな社会にしたいかについて一票を投じ、意思表示をする

ことだと考えている。一人一人が日々のやっている消費行動自体に意味をもたせる、あるいは

社会を作るという意思を持っていってほしい。そのための努力がまだまだ必要。 

・途上国における政府・行政の汚職。特に援助という仕組みの中で存在しており、障壁となって

いる。逆にある程度発展した途上国のビジネス界では、国際的なビジネスルールが浸透してお

り汚職を避けることができ継続できた側面もある。汚職撤廃にかかる取り組は一企業では限界

があるが問題意識は持ち続けたい。 
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・格差の広がりと固定化。途上国の都市化は発展の象徴であるはずなのに、その都市部のスラム

で暮らす農村部から出てきた人々のおかれた状況は問題。彼らは取り残された人たち。日本で

も同じことが起きており、取り組むべき課題と考えている。 

・2、30 年前は日本社会の成長が続くイメージがあり、余裕があった。そのうえで他国の問題に

も目を向けて関わっていこうということで NGO もフェアトレードも始まったように思う。他

方 3.11 を経て、日本社会で問題が深刻化していることに気づいた。国際協力で有益だったフェ

アトレードなどのやり方が有効になりえると感じている。 

・人権が抑圧されているところ、差別や貧困問題が深刻なところに関わっていくことが国内外問

わず求められていると感じている。そのためにどのようにビジネスアクターとしてできるのか、

だれと組むとよいのかは考えていきたい。 

・スタッフがもっと継続して働けるような待遇を、大手企業以上に提供できるような会社にして

いきたい。 

・人材育成。個々人レベルでの哲学、ビジネススキル、コミュニケーションスキルを持った法人

としてのミッションと事業性を両立できるマネジメント能力を持つ人材がいないと続けられな

い。その育成には時間を要するので常に確保や成長を促す取り組みをしていく必要がある。 

 

 

4.4. ヒアリング調査結果からみる現状 

(1)設立経緯と目的 

今回の調査対象のNGOは、その時に発生した世界的な出来事や創業者が現場で見聞きした体

験から設立されている。ソーシャルビジネスを行う組織は90年代以降の設立で設立理由としては、

創業者やその仲間が「学生時代に海外に旅した際に何かをしたいと思った」、「人権映画の鑑賞や

世界の貧困等の社会問題を知り貧困是正に取り組みたいと思った」、「自身が体験した不都合な事

柄を改善したいと思った」など、個人がもった問題意識や体験した出来事が設立のきっかけとし

て挙げられた。いずれも社会的な不合理を設立契機としているのは共通している。 

 次に法人格と組織形態である。ソーシャルビジネスを行う組織が法人格として営利企業を選ん

だ理由にいては、次の様なことが挙げられた。問題意識をもちNGOやNPO等に参加したものの、

NGOの事業モデルや従来のアプローチ方法、働き続けられない職場環境などに限界を感じ、新

たなモデルの必要性を感じた。また事業の持続性や支援者の自立、また出口戦略が明確でなく惰

性的に続けているように感じられる事業の存在を疑問視した。これらのことからビジネス手法や

現場をより知る必要があることも感じていて、例えば、青年海外協力隊の経験を経た後に設立し

た組織からは、「隊員活動中に成し遂げられなかった一般の人々の生活の向上といった、時間が

かかる取り組みに経済活動を通じてチャレンジしたいと考えた」という意見もあった。その他、

途上国の汚職などを考えると商取引ルールに基づいた事業展開の方がやりやすいと考えビジネス
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セクターを選んだという意見もあった。またソーシャルビジネスを行う組織があえてNPO法人

を選んだ理由、「ミッションにこだわれる形態として、NPO法人を選んだ。株式会社だと出資者

への還元を最優先に考えないといけない中、どこかの段階でミッションとの対立があるかもしれ

ないと考え、あえて避けた」という意見であった。 

 

(2)活動分野 事業や活動の内容 

NGOの主な活動分野は、教育・職業訓練・環境・農業・漁業・開発・保健・医療が多い。い

ずれも途上国の現場で地に足が着いた活動を中長期的に取り組むことで成果を上げる分野である。

こうした傾向は、歴史の長い団体から近年設立された団体までほぼ共通している。支援の対象者

は複数を設定しているのが一般的で「子ども」「女性」は特に多い。次に多いのが、障害者・少

数民族・災害被災者・難民や国内避難民・宗教的少数派グループといった、当該国の社会の中で

恒常的あるいは一時的に弱い立場に置かれがちな人々への支援である。また現場におけるサービ

スデリバリーと合わせ、根本的な原因解決を目指し政策レベルへの提言活動も活発に進められて

いる。対象とした団体では、地雷禁止キャンペーンや武器移転に関する提言などに携わっていた。 

ソーシャルビジネスを行う組織の活動分野は、金融・農業・漁業・保健・医療・開発であった。

具体的な事業としては、低所得者層向けのマイクロクレジット事業、自ら途上国地域に生産拠点

を設け、現地で適正な雇用を創出しつつ商品を日本で販売、あるいは途上国地域で生産されたフ

ェアトレード商品の日本国内での販売活動、農村部の保健医療制度が十分でない地域への健康情

報の啓発と最低限の薬の提供を通じた健康的なライフスタイルの確立といった事業を展開してい

る。ソーシャルビジネスが実施する事業は、従来NGOも行ってきたものであったが、違いはソ

ーシャルビジネスがビジネスを前提としていることからも経済活動が成立する個人・世帯や地域

に限定される傾向があった。 

 

(3)資金と人材 

 NGOの収入源は一般的に会費、寄付、自主・受託事業、助成・補助金、その他の5つに分けら

れる。これら5つを会費・寄付・自主事業の自己資金と、受託事業・助成金・補助金の非自己資

金にわけることがある。図3はヒアリング対象団体の収入を合算したもので経年変化を表したも

のである。傾向として寄付金が減少傾向にある一方で助成・補助金の増加がみられ、全体として

自己資金の減少傾向にある。特に東日本大震災を契機に災害や紛争関連の緊急救援活動が増加す

るに伴い、助成・補助金額の増加が確認されている。また収入の合計金額は、211億円から267

億円に増加している。 
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図 3. 対象 NGO のうち 15 団体の収入内訳の経年変化 

 

 ソーシャルビジネスの収入源は、本業による収入が主で、マイクロファイナンスであれば手数

料、フェアトレードであれば販売による収入である。事業実施における資金の調達先は、民間企

業と同様に増資や融資を主としている。ソーシャルビジネスを行う組織の中には設立から日が浅

い法人もあり、政府の助成・補助金を活用し設立初期の運転資金を得ている組織もある。「省庁

や自治体が推進しているソーシャルビジネス支援事業」の存在は欠かせないという声も聞かれた。

アフリカで展開している法人からは、アフリカ開発会議（TICAD）の機会に資金を集めたとい

った声も聞かれた。その他「金融機関がマイクロファイナンスに投資することが一般的になって

きている」というコメントもあり金融機関からの投融資が得やすくなっていることも伺える。 

 人材について NGO は、日本全体で人手不足にある中で、如何に人材を確保するかは、大きな

課題であると意識は共通していた。特に世代交代に際し、若手の募集および育成をしたいが資金

難の中どのように行うか、またそもそも現職員への給与等の待遇改善の必要性や退職における経

験・知識の継承をどのように行うかなどの課題も多くの団体から挙げられた。この点は「NGO

センサス 2017」の調査結果からも同様の傾向が見られる。 

ソーシャルビジネスを行う組織は、NGO に勤めていた人材や国際協力に関心のある人材の受

け皿になっている部分もあることがわかった。ビジネスを前提としていることから、給与や待遇

面で一定の保障を得つつ、社会性も同時に求めることができ、自身の生活とやりがいが両立でき

るということであった。「創業時はいわゆるベンチャーとして、ストックオプション制度を用い

ていた」や「創業時は気持ちでやっていた面があり、（給与）額としてもあまり多いとは言えな

かったが、人が集まるようになるとともに、働きやすい環境を整える上で、皆がコミットできる

ような額に上げている」といった意見や、「社会課題の解決ともに目指す仲間を如何に集めるか

を考える上で、給与向上などの環境整備をしていきたい」といった声も聞かれた。 
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ソーシャルビジネスは社会性を保持し事業性が高いことが特徴であり、そのため自己資金を得

やすく経費の裁量度が高く、同時に国際協力に関心のある人材を集めやすいと言える。これに対

し NGO は資金源が多様であるが、常に資金提供者の意向をくまなければならず使いづらい資金

であると言える。この様に管理費への分配に制約もある NGO は人材に提供する価値の再定義が

必要とされている状況も伺えた。 

 

(4)双方への視線 

ソーシャルビジネスの台頭を NGO がどのように捉えているか、次の 3 つにまとめることがで

きた。 

一つ目はソーシャルビジネスの登場が NGO や国際協力に与える影響についてである。国際協

力で活動するアクターが多様化することで、多くの社会的課題が解決される可能性が高まる面で、

ソーシャルビジネスを歓迎するという意見は多く聞かれた。またそのビジネス手法を用いている

面を学びたいという意欲もあった。具体的な意見として「ビジネスという手法を用いている面は、

従来から NGO の弱い部分であり、いい意味で危機感を感じているとともに学びたい」、「持続性

や事業・組織拡大という面で、ソーシャルビジネスが行っているようなビジネス手法を学び、取

り入れていく必要がある」、「これまでの NGO はいいことをやっていればよかったという面があ

ったが、（現在の支援の結果として）次を見せることを行うなど、これまでのやり方・見せ方を

変化しなければならないと刺激をもらっている」といった意見が聞かれた。良い刺激を受けてい

るという意見の一方で「活動分野によってはあまり存在も感じないし影響も感じない」といった

意見や、あるいは逆に懸念を感じているという意見も聞かれた。例えば「ODA 予算額が減少傾

向にある中で、ソーシャルビジネスを含めたアクターが増えることにより、パイの取り合いにな

る」、「メディアやビジネスコンテストなどの影響でソーシャルビジネスの方が魅力的に若者に映

り、NGO に人や資金が集まりにくくなる」といった懸念である。また「ソーシャルビジネスが

実際現地において、どういったインパクトを出しているか不明確な状態である」、「ビジネスを掲

げている時点で最後は利益追求になってしまい、現地の社会課題の解決や人々の権利を守ること

よりも打算的な対応がされてしまうのではないか」、「株式会社は NPO 法人や公益法人で求めら

れる情報開示義務がなく、事業報告書や決算報告を公表していない。公的な関わりをする際には

彼ら自身の改善も必要であろう」といったソーシャルビジネスが重視する価値や目指すインパク

ト、経営方針などが不透明なままでは、NGO が培ってきた成果や信頼を損ねかねないという心

配の声も聞かれた。 

 二つ目は NGO の役割と将来性について。NGO の役割に変化が生じるというよりは、国際協

力にあるべき展開を迎えているとの意見が聞かれた。NGO としては、「その始まりを考えた際に、

社会の底辺にいる貧困層や社会的弱者が抱える課題を解決するというのが主目的であった。それ

が現地の経済的な成長や社会開発の整備によって解決されたならば、徐々に事業規模が縮小され
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ていくべき」と考え、「フェーズ１としてNGOによる支援、フェーズ 2として経済が回るような

支援（ソーシャルビジネス参入の可能性あり） 」と、協力段階に応じて必要となるアクターが

バトンをつなぐようになるのでは、という意見である。またソーシャルビジネスがこれからどの

層までアプローチしてくるか次第ではあるが、「最終的にビジネスで成り立たないところは、

NGO が引き続き支援する」ことは変わらず、「将来においても人道主義によって脆弱な立場にあ

る人びとに注目し、その抱える課題によりそった人道支援や提言活動などの NGO にしかできな

い役割は存在すると考えている」といった意見が聞かれた。 

 三つ目は連携の可能性である。NGO とソーシャルビジネスとの連携は、大いに可能性がある

といったところが大方の意見であった。「これからは多様なアクターによる連携なくしては社会

的課題の解決はしない」「課題が多様化・複雑化する中で、NGO 単体で解決できる課題は多くな

く、これからは SDGs の 17 パートナーシップという面を考えても、これからはソーシャルビジ

ネスを含めたアクターと連携していかないといけない。」といった意見が挙げられた。ただし現

状では連携を既にしている連携事例は極めて限られていて、寄付付き商品の共同開発および販売、

現地における情報交換、人材の紹介に留まっていた。「事業ベース、活動地域ベースにおいては

可能性があると思うものの、実際何ができるのか」、またそもそも「ソーシャルビジネスとの接

点がない」といった意見も聞かれた。更にソーシャルビジネスとの連携の可能性よりも、大きな

社会的インパクトが期待できる一般の営利企業との連携・協力を一層推進したいという意見も挙

げられた。 

他方ソーシャルビジネスを行う組織は、NGO をどのような存在であると認識しているかにつ

いては次のようなものであった。地震などの災害時支援や紛争時などの難民支援といった緊急性

の高い人道支援活動は、NGO にしかできない重要な役割と捉える一方で、政治・経済・社会情

勢がビジネスの展開に耐えうる状況に達し経済活動が成り立つ段階まで成長した地域において

は、地域の担い手を得たソーシャルビジネスの役割が大きくなるように感じているという意見が

大多数を占めていた。 

また、NGO を先達としてとらえ、彼らが有する課題解決に向けた途上国での事業実施経験や

知識から学びたいという期待は大きい。例えば、現地行政や社会構造の中身や特徴、人びとや社

会の歴史や慣習、外部者への期待、現地に受け入れられつつ安全に事業を行うためのノウハウな

ど、が挙げられた。NGO との連携については人材の紹介や情報交換、支援地の紹介などが聞か

れたが、法人間での事業連携の具体例は限られていた。 

同時に伝統的な援助の仕組みやそれを前提とした諸機関の在り方に対しては、途上国現地や受

益者の真の自立の観点から、仕組みを見直す時期に来ているのではないかという声が聞かれた。

無償型の支援が生じさせる依存性の助長、途上国側の人材育成が進まないことへの懸念から聞か

れることが多く、現場の変化に応じた事業の柔軟性、冷静な出口戦略などの対応をとることが必

要ではないかと意見が聞かれた。
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5. 考察・提言 

5.1 NGOとソーシャルビジネスの境界と連携 

 1990 年代から 2000 年代初めのビジネス手法を活用して社会課題を解決しようとする流れと営

利組織が活動地域を途上国に見出す流れが合流し、現在の国際協力・ソーシャルビジネスの潮流

ができている。主に前者を NGO が、後者をソーシャルビジネスが担ってきているのが現在の状

況である。この両者が混在する中で実施される事業として BOP が現れ、またソーシャルビジネ

スの代表格としてマイクロファイナンスが登場し、途上国が市場としての可能性が見出されるよ

うになる。そして IT 企業の勢いに乗り、その担い手として社会起業家などが登場した。時を同

じくして、大手企業は受身の CSR から戦略的 CSR へ、そして CSV への流れにのり、社会課題の

解決と同時に経済価値を生む仕組みを作り出すべきとの考えを受けソーシャルビジネスの領域に

進出している。 

 こういった大きな流れの中、ソーシャルビジネスの事業が実施される場所が国際的で途上国で

ある場合に、NGO の活動領域と重なり合う部分があるため、やや入り乱れた感を受ける。そし

て NGO の活動自体も地域社会の成長に伴い変化が求められている時に、ソーシャルビジネスと

出会い、やや脅かされると感じる半面、できるところは連携をして地域と双方の 3 者が発展する

可能性を探っているのである。 

 2 つのアクターの最も異なる部分は、現地の事業から利益を得て継続的に組織を発展させるこ

とを前提としているか、慈善型と事業型を混合しているかということである。ソーシャルビジネ

スという姿勢で国際協力にかかわる法人の創業目的・事業内容をみると、途上国の農村部の保健

医療制度が十分でない地域への最低限の薬や知識の提供、低所得者層の収入向上といった社会課

題の解決であり、従来の NGO のそれと違わないことが分かる。違いとしては、資金調達先とサ

ービスの提供先が同一でない慈善型と、サービス提供先からの対価支払いを前提とした収益モデ

ルである。他方すでに多くの NGO が慈善型事業に、マイクロクレジットのような経済活動にあ

る事業形態を組み合わせた活動を行い、活動の持続性の確保を目指している状況でもあり、事業

方式で範囲を分けることは容易ではない状態である。国連開発計画も慈善型−技術移転型−参加型

と変化していく中で、NGO も慈善型から徐々に地域の自立型に向けて、支援方法を変え、また

現地で生産したものから活動資金を得るような事業も行うようになり、この辺りがソーシャルビ

ジネスとの境界越境することとなっている部分である。 

 ヒアリング調査でも得られた情報であるが、社会課題を解決する際に経済活動を行える環境に

まで地域社会を改善するのが NGO の大きな役割でありまた得意分野である。そしてその後ソー

シャルビジネスはそこで、経済活動を行い地域社会の経済化を行うというのがわかりやすい図式

である。ただしこれが腑分けできず重なっている部分があるため複雑に見える事がある。図 4 が

その様子である。SDGs で標榜されているゴールは 17 あるが、達成は個別になされるのではない。

根本原因が複雑に交差する社会課題解決に取り組むアクターの連携は必然となっているのである。 
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図 4. NGO とソーシャルビジネスの境界と連携 

 

 最後に法人格の問題について米国 InterAction と英国 Bond へのヒアリングからもわかるよう

に、一方では検討を進めていて、もう一方は既に法人格を特段問うわけではなく、公益に資し、

活動が社会の利益を生み、非政府・非政党性で非利益分配性を有することといった組織の目的と

活動姿勢が国際協力を担うアクターとしての重要な要件である。SDGs17 番目のゴールのパート

ナーシップが必要な状況はまさに今である。 

 

 

5.2 提言 

 以上のように、NGO もソーシャルビジネスを展開する組織いずれも法人格の違いはあるが、

公益に資する活動を行っていることはよくわかったことである。そして相違点は収益モデルと地

域社会の開発程度により活動領域が住み分けられるが地域社会の開発は NGO が得意とするとこ

ろで、そしてその後の経済開発はビジネスが多くのノウハウをもつ部分であり、この双方の力を

合わせることにより、世界にある様々な社会課題が解決しやすくなるというのが、現在の国際協

力の現場である。 

 両者が力を合わせていく機会のつくり方の提案としては、無論個々の NGO やソーシャルビジ

ネスでの議論や方針づくりが不可欠との前提のうえで、日本の国際協力に関する政策方針や制度

面で、課題解決に関心を寄せるアクター同士の交流や協働事業の試行の推奨を促すことが考えら

れる。 

また、社会的課題の解決に取り組む日本の非営利・営利組織の状況把握を一定の継続性を持っ

て行うことも一案である。国際協力 NGO セクターのあり方が他の ODA 実施国でも議論されてい

る中、日本における状況を発信することはこの分野での学術的意義がある。加えて、日本以外の
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NGO セクターやドナー機関とも問題意識を共有しながら重層的に状況把握と研究をおこなって

いくことが、国際協力を行うアクターの裾野拡大と、研鑽を通じた受益者にとって質の高い連携

事業が進む一助となると考える。 

また、2011 年 3月の東日本大震災以降、日本の国内課題に継続的に関わる NGO が増加してい

る。日本社会が体験したことのない未曽有の広域災害となった同災害では発災から半年間で 59

の国際協力 NGO が支援を行った（JANIC 調べ）。その後もジャパン・プラットフォーム経由の

オペレーション参加に限ってみても 2016 年熊本地震では 16 団体、2018 年西日本豪雨災害 28 団

体と、国内の災害発生時に緊急救援活動を行う NGO は一定量でている。彼らが行う支援には途

上国支援で培った受益者・地域の主体性を尊重しながら外部者として関与するアプローチが生か

されている。さらに復興後の地域社会に雇用を生み、経済を支える持続性のある仕組みとして生

産と交易の仕組みを取り入れていくソーシャルビジネスのアプローチも模索されている。 

このような日本国内の課題解決に取り組む事例は徐々に NGO や関連機関により、その専門知

識の共有され始めている。一例としては NGO が途上国の支援現場で実践してきた受益者・地域

の権利を尊重して進める救援・復興活動における国際基準（スフィア基準等）への日本の災害支

援関係者や自治防災関係者の関心の高まりを受け、NGO 有志グループがその普及や実践支援を

行っている。このようにNGOはその専門性と経験を踏まえ、他アクターとともに「防災・減災」、

あるいはその他の日本の国際協力の重要テーマにおいて一層の貢献を果たしうる。引き続きこれ

らの具体的な課題や事象に即した実践とともに、変化やアクターの多様化が目覚ましい社会環境

の中で NGO セクターの今後の在り方や役割について継続的な議論と研鑽が進められるよう、パ

ートナーシップの精神をもって状況の把握と調査研究を進めていきたい。 
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6. 資料 

6.1. ヒアリング先 

組織 URL 

（公社）日本キリスト教海外医療協力会 http://www.jocs.or.jp 

（公財）ジョイセフ https://www.joicfp.or.jp/jpn/  

（公財）オイスカ http://www.oisca.org 

（特活）シャプラニール=市民による国際協力の会 https://www.shaplaneer.org 

（特活）AAR Japan[難民を助ける会］ https://www.aarjapan.gr.jp 

（特活）日本国際ボランティアセンター https://www.NGO-jvc.net 

（公社）シャンティ国際ボランティア会 http://sva.or.jp 

（公財）プラン・インターナショナル・ジャパン https://www.plan-international.jp 

（特活）ADRA Japan http://www.adrajpn.org 

（公社）ケア・インターナショナル ジャパン http://www.careintjp.org 

（特活）ワールド・ビジョン・ジャパン https://www.worldvision.jp 

（特活）国境なき医師団日本 https://www.msf.or.jp 

（特活）ピースウィンズ・ジャパン https://peace-winds.org 

（特活）テラ・ルネッサンス https://www.terra-r.jp/ 

（特活）AMDA 社会開発機構 https://www.amda-minds.org 

（特活）パルシック https://www.parcic.org 

（特活）クロスフィールズ http://crossfields.jp/ 

（有）ネパリ・バザーロ／(特活)ベルダレルネーヨ http://www.verda.bz 

（有）シサム工房 http://www.sisam.jp 

（株）マザーハウス https://www.mother-house.jp 

（株）ボーダレス・ジャパン https://www.borderless-japan.com 

（株）AfriScan http://www.africascan.com 

（特活）AfriMedico http://afrimedico.org 

（株）RICCI EVERYDAY https://www.riccieveryday.com 

無公表団体  

Bond（英国） https://www.bond.org.uk 

InterAction（米国） https://www.interaction.org  

http://www.jocs.or.jp/
https://www.joicfp.or.jp/jpn/
http://www.oisca.org/
https://www.shaplaneer.org/
https://www.aarjapan.gr.jp/
https://www.ngo-jvc.net/
http://sva.or.jp/
https://www.plan-international.jp/
http://www.adrajpn.org/
http://www.careintjp.org/
https://www.worldvision.jp/
https://www.msf.or.jp/
https://peace-winds.org/
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6.2. ヒアリング調査質問票 

⑴ NGOへの質問票 

平成 30年度「NGO 研究会」 

「多様化する国際協力NGOとソーシャルセクターの実態調査」のヒアリング調査について 

 

I. 調査に際して（調査倫理） 

本ヒアリング調査は、外務省主催/国際協力 NGO センター(JANIC)実施の「NGO 研究会」の一環

として行うものです。今回のヒアリング調査の回答および今後追加でいただいた資料はすべて国際協

力 NGO センター並びに秘密保持契約を締結した調査協力者において、厳重な管理のもとで保管され

ます。本ヒアリング調査結果やその他追加でご提供いただいた資料については、「NGO研究会」およ

び「NGO発展のための論文等の研究・調査活動」にのみ使用させて頂きます。 

 

II. 質問項目について 

1. 多様化する国際協力アクターとNGOについて  

近年ソーシャルビジネスを始めとする様々なアクターが、国際協力における新アクターとしての存

在感を増している中で、既存の NGO はこれら新アクターとの差別化や NGO としての役割・存在意

義の再定義、新アクターとの協働・連携といったことが内外から聞かれます。このような背景の基、

下記を中心にご質問させていただきます。 

 

・新アクターの登場が貴団体や NGO・国際協力に与える影響について 

・貴団体が考える今後の NGOの役割や将来性について 

・貴団体が考える今後新アクターとの協働・連携の可能性ついて 

 

2. NGOを取り巻く環境の中における貴団体の成長要因 

NGO や国際協力また貴団体を取り巻いてきた環境において、業界全体および自団体が成長する契

機となった社会的イベントは多々あるかと思います(参考資料 1)。その中で特に貴団体の成長に繋が

った社会的イベントは何でしょうか。またその社会的イベントの発生に対して、貴団体はどのように

対応し成長に繋げたかをお伺いします。 

ここでは、外部要因(共通・特有)と内部要因に分けてお聞きします。まず外部要因(共通)とは、団

体の支援活動地域等に関係なく、どの団体でも直面した社会的イベントのことを指しており、外部要

因(特有)とは貴団体の主な支援先で発生した社会的イベントを指しております。また一般的に外部要

因を洗い出す際に使用される PEST 分析(政治( Political)・経済(Economy)・社会(Social)・技術

(Technology))の 4 つの視点とともに、参考資料 2 の貴団体収入経年グラフの中でも著しく伸びを見せ

た年度の理由などを、当日はご質問させていただきます。 

 

・外部要因(共通) 例：外務省 NGO事業連携 国際ボランティア貯金 NPO法成立 東日本大震災など 

・外部要因(特有) 例：政変 法律制定・改定 経済成長 大洪水やサイクロンなど 

・内部要因：例：中期計画・行動指針策定 支援プログラム開発 広告費の拡充 事務局体制の整備など
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⑵ ソーシャルビジネスへの質問票 

平成30年度「NGO 研究会」 

「多様化する国際協力NGOとソーシャルセクターの実態調査」のヒアリング調査について 

 

JANIC（http://www.janic.org/）は 1987年の設立以来、国際協力NGOのネットワークとして提言、他セクター連携、

NGOの組織強化などの取り組みを実施してまいりました。この度、添付の通り外務省の「NGO研究会」制度を利用

し、「多様化する国際協力NGOとソーシャルセクターの実態調査」というタイトルにて調査を実施しております。SDGs

時代の今日、従来の国際協力 NGO が取ってきた非営利法人格以外の多様なアクターについて把握し、共に

SDGsで目指す社会の実現に取り組みたいと考えたためです。 

同調査の一環で、国際協力 NGO と同じく、途上国の社会課題や世界共通の課題の解決のために取り組む際

に、ビジネス手法や成果の持続性の確保ために金融等の仕組みを活用して取り組む法人・団体について、調査を

行うこととなりました。ご多用の折かと存じますが、添付資料及び下記調査内容のご確認の上、ご検討お願いします。 

(参考：http://www.janic.org/blog/2018/04/01/newfiscalyear_2018/) 

 

1.名称 

「外務省NGO研究会：多様化する国際協力NGOとソーシャルセクターの実態調査」 

 

2.調査背景・目的 

国際協力に取り組む非営利法人格のアクター、それ以外のアクター（ソーシャル 

ビジネスなど）について、国際協力活動および運営方法について把握する。 

 

3.調査について 

対象：貴法人の事務局責任者さま、あるいは渉外担当者さま   時間：1時間前後  

場 所：貴法人事務所への訪問   

進行：当日の流れとしましては、下記を予定しております。 

1)JANICおよび本調査趣旨説明（含む自己紹介） 

2)貴法人による法人簡易紹介(設立背景、事業内容（主に国際協力）、規模、体制など） 

3)社会課題の解決に取り組む際にその法人格を私企業とされた理由、メリット・デメリット 

4)今後の展望（予定質問項目例） 

・設立経緯、メンバーと形態   ・ソーシャル系という表現や評価についての考え方 

・国際協力やNGOへの考え方、協働の有無    ・創業後の成長要因・組織経営や体制 

・今後の社会における課題、自団体が取り組む課題、組織運営上の課題 

・「注目している・いい仕組み・いい取組み」と考える他の組織・法人について 

※そ の 他：貴法人の刊行物や過去の財務諸表などを調査資料としてご提供をお願いすることもあります。 

  

4.実施主体 主催：外務省   実施：国際協力NGOセンター（JANIC） 

 

5.添付資料 ：NGO研究会_概要.pdf 

 

6.調査倫理  

本ヒアリング調査は外務省主催/国際協力 NGO センター(JANIC)実施の「NGO 研究会」の一環として行わせてい

ただきます。今回のヒアリング調査の回答および今後追加でいただいた資料はすべて国際協力 NGO センター並

びに秘密保持契約を締結した調査協力者（JANIC研究員）において厳重な管理のもとで保管されます。ご協力いた

だきました場合は貴法人名を報告書（同報告書は外務省提出後、同省ウェブサイトに掲載されます）に掲載させて

いただきます。 
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